
（地Ⅰ 101） 

平 成 ２ ６ 年 ７ 月 ８ 日 

 

都道府県医師会 

担  当  理  事  殿 

 

日本医師会常任理事        

石 井 正 三  

 

メディカルコントロール体制強化事業の協力について 

 

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて、本事業は平成２５年度に厚生労働省において開催された「救急医療体制等

のあり方に関する検討会」の報告書をうけて、厚生労働省が予算措置を行い、平成

２６年度から開始している事業です。 

 本事業の目的は、「都道府県が地域の救急医療の実情に精通した若手医師をメディ

カルコントロール(以下、ＭＣ)協議会に配置することにより、救急搬送困難事例の

解消等を図り、円滑な救急搬送受入体制を構築すること」、「ＭＣ体制のもとで消防

法における傷病者の搬送及び傷病者の受入れに関する基準の検証を行うなどを通じ

て、地域の救急医療体制を強化すること」、「ＭＣに精通した医師を育成すること」

となっています。 

 本事業は、事業主体（補助先）が都道府県であり、都道府県も補助額の半額を負

担する必要があるため、都道府県の理解が必要となっております。都道府県の衛生

主管部（局）には厚生労働省から本事業に対する説明等は行われているところであ

りますが、６月末時点でまだ予算に余裕があるため追加公募しているとのことです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、貴会管下郡市

区医師会、関係医療機関等に対する周知方ご高配のほどよろしくお願い申し上げま

す。 



搬送困難事例受入医療機関支援事業

メディカルコントロール体制強化事業

都道府県

専任医師が行う業務
○救急医療の地域における諸課題の把握、分析 ○消防機関・医療機関等に対する指導、助言等
○救急医療機関及び後方支援病院の確保、支援 ○搬送先医療機関及び転送先医療機関の確保、調整
○救急医療に係る情報発信等 ○その他、地域における救急医療体制の充実強化に必要なこと
○連絡会議の開催

ＭＣ協議会

地域医療における諸課題の把握分析
（入口問題、出口問題等）

都道府県等を通じて
指導、助言等

救急医療機関、後方
支援病院の確保支援

ＭＣ協議会に配置する医師の身分を明らかにするとともに、医師
の役割、具体的な業務内容、消防機関との連携体制その他必要
な事項について地位この実情等を踏まえなから明確にすること。

救急医療に係る情報発信等

都道府県

一時的受入可

転院受入可

搬送困難患者

調整

調整

調整

受入可

6号基準明記

メディカルコントロール体制強化事業を行う都道府県において策定された消防法第３５条の５第２項第６号に規定された傷病者の受け入れに関する消防機関と医療機関との間の合意を形成するための
基準により、明確に位置付けられた第二次救急医療機関

（必ず救急患者を受け入れる受入医療機関） （一時的であっても救急患者を受け入れる受入医療機関）

6号基準明記

6号基準明記

受入可

都道府県において、
ＭＣ協議会に配置さ
れる専任医師を中
心に搬送困難事例
が発生した場合の体
制を構築

救急医療体制強化事業（下記の事業を都道府県がセットで行うことにより救急医療体制を強化）

ＭＣ協議会

約８．０億円



メディカルコントロール体制強化事業

都道府県が地域の救急医療の実情に精通した若手医師（以下「MC医師」）をMC協議会
に配置することにより救急搬送困難事例の解消等を図り、円滑な救急搬送受入体制を構
築するとともにMC体制のもとで消防法における傷病者の搬送及び傷病者の受入れに関
する基準の検証を行うことなどを通じで地域の救急医療体制を強化するとともに、MCに
精通した医師を育成することを目的とする

目的

○救急医療の地域における諸課題の把握、分析
○消防機関・医療機関等に対する指導、助言等
○救急医療機関及び後方支援病院の確保、支援
○搬送先医療機関及び転送先医療機関の確保、調整
○救急医療に係る情報発信等
○その他、地域における救急医療体制の充実強化に必要なこと
○連絡会議の開催

MC医師の業務

※MC医師とは
・救急医療に従事し、関係機関との調整等の業務に必要な知識と経験を有する医師

（原則5年以上の救急臨床歴、救急科専門医やそれと同等の資格を有する医師）
・2年以上地域MCに関与、経験を積んだ医師
・BLS、ACLS、JPTEC,JATECなどの講習会や救急隊教育においての指導歴
・厚生労働省が行う病院前救護体制における指導医等研修（上級者研修）の受講が望ましい



救急医療対策事業実施要綱

医発第 ６９２ 号 一部改正健政発第 356 号

昭和５２年 ７月 ６日 平成 ９年 ４月 １日

一部改正医発第４９４号 一部改正健政発第 725 号

昭和５３年 ５月 ９日 平成１０年 ６月１１日

一部改正医発第４６０号 一部改正健政発第 1296 号

昭和５４年 ４月２７日 平成１０年１２月１１日

一部改正医発第５８３号 一部改正健政発第 1115 号

昭和５５年 ６月 ７日 平成１１年１０月 ７日

一部改正医発第 1079 号 一部改正健政発第４２号

昭和５６年１０月２３日 平成１２年 １月２４日

一部改正医発第７４９号 一部改正健政発第 455 号

昭和５７年 ８月 ３日 平成１２年 ４月 ３日

一部改正医発第９９５号 一部改正医政発第 892 号

昭和５８年１０月 ７日 平成１３年 ９月 ６日

一部改正医発第 1195 号 一部改正医政発第 0405003 号

昭和５８年１２月 ８日 平 成 １ ４ 年 ４ 月 ５ 日

一部改正健政発第 663 号 一部改正医政発第 0527008 号

昭和６１年１０月１７日 平 成 １ ５ 年 ５ 月 ２ ７ 日

一部改正健政発第 276 号 一部改正医政発第 0423004 号

昭和６２年 ５月２１日 平 成 １ ６ 年 ４ 月 ２ ３ 日

一部改正健政発第 347 号 一部改正医政発第 0330012 号

昭和６３年 ６月２０日 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ ０ 日

一部改正健政発第 248 号 一部改正医政発第 0203003 号

平成 ３年 ４月１５日 平 成 １ ８ 年 ２ 月 ３ 日

一部改正健政発第 310 号 一部改正医政発第 0727005 号

平成 ４年 ５月 ７日 平 成 １ ８ 年 ７ 月 ２ ７ 日

一部改正健政発第 278 号 一部改正医政発第 0206002 号

平成 ５年 ４月２６日 平 成 １ ９ 年 ２ 月 ６ 日

一部改正健政発第 617 号 一部改正医政発第 0403001 号

平成 ７年 ８月 １日 平 成 １ ９ 年 ４ 月 ３ 日

一部改正健政発第 437 号 一部改正医政発第 0502004 号

平成 ８年 ５月１０日 平 成 ２ ０ 年 ５ 月 ２ 日



一部改正医政発第 1016005 号

平成２０年１０月１６日

一部改正医政発第 0127006 号

平 成 ２ １ 年 １ 月 ２ ７ 日

一部改正医政発第 0330013 号

平 成 ２ １ 年 ３ 月 ３ ０ 日

一部改正医政発 0324 第 18 号

平 成 ２ ２ 年 ３ 月 ２ ４ 日

一部改正医政発 0329 第 26 号

平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ２ ９ 日

一部改正医政発０３２６第１０号

平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ２ ６ 日

一部改正医政発０３２０第８号

平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ２ ０ 日

厚 生 労 働 省 医 政 局
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第 14 中毒情報センター情報基盤整備事業

１．目 的

この事業は、公益財団法人日本中毒情報センターが化学物質等による急性

中毒の治療方法等に関する情報を迅速に提供するため、それらの情報に関

する情報基盤を整備し、急性中毒対策の充実を図ることを目的とする。

２．補助対象

公益財団法人日本中毒情報センターとする。

３．事業内容

(1) 化学物質等によって起こる急性中毒に関する次のような情報の収集及び

提供

ア 急性中毒の原因となる物質の名称、成分、組成等に関する情報

イ アの物質を含有する商品の名称、含有量等に関する情報

ウ 急性中毒の症状及び治療方法等に関する情報

(2) (1)により収集した情報の整理集積

(3) 急性中毒に関する情報提供に必要な基礎資料の作成

(4) ２４時間体制で医師の適切な指示が受けられる体制を確保する。

第 15 救急医療体制強化事業

（１）メディカルコントロール体制強化事業

１．目 的

この事業は、都道府県が地域の救急医療の実情に精通した若手医師（以下、

「ＭＣ医師」という ）をメディカルコントロール協議会（以下 「ＭＣ協議。 、

会」という ）に配置することにより、救急搬送困難事例の解消等を図り、。

円滑な救急搬送受入体制を構築するとともに、メディカルコントロール体制

のもとで、消防法における傷病者の搬送及び傷病者の受入れに関する基準

（以下 「実施基準」という ）の検証を行うことなどを通じて地域の救急医、 。

療体制を強化するとともに、メディカルコントロールに精通した医師を育成

することを目的とする。

２．補助対象

この事業の実施主体は、都道府県とする （委託を含む ）。 。

３．運営方針

都道府県は、ＭＣ医師を通じて地域の救急医療体制の充実強化が図られ

るよう体制整備をおこなうため状況の把握・分析を行い、それをもとに指導、

助言等を行うとともに、実施基準に基づいて救急患者が円滑に医療機関に受

入れがなされているか、ＭＣ協議会内で中心となって検証等を行うものとす
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る。

４．整備基準

本事業の目的を適切にはたすことができるよう、都道府県は、ＭＣ医師

の身分を明らかにするとともに、ＭＣ医師の役割、具体的な業務内容、消防

機関との連携体制その他必要な事項について、地域の実情等を踏まえながら

明確にすること。また、定めた業務内容等については、あらかじめ消防機関

・医療機関等の関係機関に対して周知徹底すること。

ＭＣ医師は、医療機関等で診療を行いつつ、下記の業務を行うため地域の

医療機関、消防機関、都道府県、市町村、地域医師会等関係団体等と調整等

を行うため、ＭＣ協議会に主として携わるものとする。

ＭＣ医師は、救急医療に従事する医師で、地域の救急医療の実情を踏ま

え、救急医療機関、消防機関、都道府県等の行政機関、地域医師会等関係団

体との調整等の業務を担うために必要な知識・経験を有するものとし、原則、

５年以上の救急臨床歴があり、救急科専門医やそれと同等の資格を有し、２

年以上地域のメディカルコントロールに関与し、経験を積んだ医師で、地域

においてＢＬＳ、ＡＣＬＳ、ＪＰＴＥＣ、ＪＡＴＥＣなどの講習会や救急隊

教育において指導歴があることとする （厚生労働省が行う病院前救護体制。

における指導医等研修（上級者研修）の受講者が望ましい）

５．事業の内容

（ 1）救急医療の地域における諸課題の把握、分析

医療機関、消防機関等に対する実態調査やヒアリング等により、地域にお

ける救急医療の諸課題を把握、分析し、必要に応じて搬送基準の見直し、

改善を行う。

（ 2）消防機関・医療機関等に対する指導、助言等

（ 1）による分析を検証し、必要な方策について、都道府県等と連携しな

がら、必要に応じて消防機関、医療機関に対し指導、助言等を行う。

（ 3）救急医療機関及び後方支援病院の確保、支援

救急医療機関確保するため関係機関と調整を行うとともに、搬送困難事例

受入医療機関支援事業を行う二次救急医療機関と綿密に連携するものとす

る。また、特に救急患者の出口問題について、地域や医療機関の退院コー

ディネーター等と共同して実態把握を行うとともに、協議の場を設けて検

討し、後方支援病院に対して受け入れを促すものとする。

（ 4）搬送先医療機関及び転送先医療機関の確保、調整

ＭＣ医師は、休日・夜間等において、救急隊が搬送先の選定に苦慮する場

合は、消防機関等からの要請に応じて、自らその搬送先医療機関の調整を

行うものとする。

（ 5）救急医療に係る情報発信等

地域において救命講習等を通じた市民教育や救急医療の適正利用に係る普

及啓発、ＡＥＤの普及啓発や設置の推進などを行うものとする。

（ 6）その他、地域における救急医療体制の充実強化に必要なこと。

（ 7）連絡会議の開催
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上記の業務等を円滑に遂行し、関係者との連携、調整を図るため連絡会議

を開催するものとする。

（ 8）上記によりがたい場合は、あらかじめ厚生労働大臣に協議すること。

６．その他

都道府県は、別に定めるところにより、事業の実施状況等を厚生労働大臣

に報告するものとする。

（２）搬送困難事例受入医療機関支援事業

１．目 的

この事業は、長時間搬送先が決まらない救急患者を一時的であっても受け

入れる医療機関を確保することにより、救急搬送困難事例の解消を図り、地

域において円滑な救急搬送受入態勢を構築することを目的とする。

２．補助対象

この事業の実施主体は、地方公共団体または地方公共団体の長の要請を受

けた医療機関の開設者が整備、運営する第二次救急医療機関（以下 「受入、

医療機関」という。ただし、精神科単科医療機関を除く ）で長時間搬送先。

が決まらない救急患者を受け入れる医療機関として厚生労働大臣が適当と認

めるものを対象とする。

また、対象となる受入医療機関は、メディカルコントロール体制強化事業

を行う都道府県において策定された消防法第３５条の５第２項第６号に規定

された傷病者の受け入れに関する消防機関と医療機関との間の合意を形成す

るための基準により、明確に位置付けられた第二次救急医療機関とする。

３．運営方針

受入医療機関は、救急隊等が救急患者の搬送先の選定に苦慮する場合にお

いて、消防機関等からの要請に応じて救急患者を受け入れることとする。

また、メディカルコントロール体制強化事業によって、ＭＣ協議会に配置

されるＭＣ医師と連携を図ること。

４．整備基準

（ 1）必ず救急患者を受け入れる受入医療機関

受入医療機関は、地域において、長時間搬送先が決まらない救急患者を

確実に受け入れるために必要な空床等の体制を確保するものとする。

（ 2）一時的であっても救急患者を受け入れる受入医療機関

受入医療機関は、地域において、救急搬送の応需状況に応じて、長時間

搬送先が決まらない救急患者を一時的に受け入れるために必要な体制を確

保するものとする。また、一時的に受け入れた患者を転院等する必要があ

る場合は、ＭＣ医師に協力を要請することや、あらかじめ地域で定めたル

ールに従い転院先の確保を行うものとする。



 

（別添） 

 

医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補助金交付要綱 

                                                                            

  （通  則）                                                               

１． 医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補助金については、予

算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労働省所管補助 
                           厚生省 

  金等交付規則（平成１２年      令第６号）の規定によるほか、この交付要綱 

                          労働省 
   の定めるところによる。                         

                                                                            

  （交付の目的）                                                           

 ２． この補助金は、地域の実情に即した医療計画に基づき、離島、山村等の医療

に恵まれない地域住民の医療の確保、地域住民の救急医療の確保及び医療施設

の耐震診断を実施することにより安全性の向上を図ること、化学物質等による

急性中毒の治療方法等に関する情報基盤の整備に要する経費を補助することに

より急性中毒対策の充実を図ること、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）事務局

の運営等に要する経費について補助することにより災害医療対策の推進を図る

こと、産科医療機関の運営に要する経費について補助することにより身近な地

域で安心して出産できる環境整備を図ること、感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「感染症法」と

いう。）第６条第１２項に規定する感染症指定医療機関の運営に要する経費に

ついて補助することにより感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提供を図

ること、医療事故などの医療安全に関する情報の収集・分析・提供事業に要す

る経費について補助することにより医療事故の発生予防、再発防止を図ること、

診療行為に関連した死亡の調査分析を行うモデル事業に必要な経費を補助する

ことにより死亡の因果関係及び再発防止策を総合的に検討すること、産科医療

補償制度の運営に必要な経費を補助することにより安心して産科医療を受けら

れる環境を整備すること、治験・臨床研究基盤の整備により我が国発の革新的

な医薬品・医療機器を創出するとともに最新かつ質の高い医療のエビデンスを

発信すること、具体的な臨床指標を用いた医療の質の評価・公表等を推進する

ことにより医療の質の向上等を図ること、監察医制度が適用されている一部の

大都市圏を除く地域における死因究明の取組に必要な経費について補助するこ

とにより死因究明の体制作りを推進すること、外国人患者受入れ医療機関認証



 

制度推進のための経費を補助することにより、外国人患者を受け入れる医療機

関の質を確保し、安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推

進すること、地域の状況に応じて実施される口腔保健支援センター等の事業に

要する経費に補助することにより歯科口腔保健の推進を図ること、新たな専門

医の仕組みが円滑に構築されるよう、研修を行う医療機関に対する専門医の養

成プログラムの作成支援及び専門医に関する情報システム開発等に必要な経費

を補助することにより、専門医の質の一層の向上や医療提供体制の改善を図る

こと、患者毎の治療内容や治療効果等を登録するデータベースを構築するため

の経費を補助することにより医療の質の向上を図ること、外国人患者受入れの

環境整備推進のための経費を補助することにより、在留外国人や訪日外国人が

安心して日本の医療が受けられる体制の推進を図ること及び、外国人医師等の

研修受入を行う医療機関に対し必要な経費を補助することにより、医療の国際

展開の推進を図ること並びに、医療機器開発を担う医療機関の体制の整備に必

要な経費を補助することにより、国内外の医療ニーズを満たす医療機器開発の

推進を図ることを目的とする。 

 

  （交付の対象） 

 ３．この補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

 

 （１）医療施設運営費等補助金 

   ① へき地保健医療対策事業等 

        ア．へき地医療支援機構運営事業 

           平成１３年５月１６日医政発第５２９号厚生労働省医政局長通知                                 

         「へき地保健医療対策事業について」（以下「へき地保健医療対策等 

      実施要綱」という。）に基づき都道府県が行うへき地医療支援機構 

      の運営事業 

        イ．へき地医療拠点病院運営事業（へき地医療拠点病院支援システム及 

          びへき地診療所診療支援システムを含む。） 

           「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づき、実施する次の事業と 

      する。 

         （ア）都道府県が行うへき地医療拠点病院の運営事業 

         （イ）都道府県知事の指定を受けた病院の開設者が行うへき地医療拠点 

             病院の運営事業に対して都道府県が補助する事業 

         ウ．へき地診療所運営事業（へき地診療所診療支援システムを含む。） 

       「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づき、国庫補助を受けて設 

           置したへき地診療所（国民健康保険直営診療所を除く。）又はへき地 

           において当該地域（へき地診療所整備基準に定める地域）唯一の医療 



 

         （イ）市町村が行う保健師の駐在及び保健指導事業に対して都道府県が 

       補助する事業 

         ク．へき地患者輸送車（艇）運行事業 

           「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づき、へき地患者輸送車（艇）

で実施する次の事業とする。 

       （ア）都道府県が行う患者輸送事業 

         （イ）市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協

同組合連合会及び社会福祉法人北海道社会事業協会が行う患者輸送

事業に対して都道府県が補助する事業 

         （ウ）都道府県知事の指定を受けたへき地医療拠点病院、へき地診療所又

は都道府県知事の判断に基づき事業を実施する病院及び診療所の開

設者が行う患者輸送事業に対して都道府県が補助する事業 

 

   ② 救急医療体制強化事業 

ア．メディカルコントロール体制強化事業 

 昭和５２年７月６日医発第６９２号厚生省医務局長通知「救急医療対

策の整備事業について」（以下「救急医療対策事業実施要綱」という。）

に基づき、都道府県が実施するメディカルコントロール体制強化事業 

イ．搬送困難事例受入医療機関支援事業 

 「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、実施する次の事業とする。 

（ア）都道府県が行う搬送困難事例受入医療機関支援事業 

（イ）厚生労働大臣が適当と認める者が行う搬送困難事例受入医療機関支

援事業に対して都道府県が補助する事業 

 

     ③ 感染症指定医療機関運営事業 

         ア．特定感染症指定医療機関運営事業 

             感染症法第３８条第１項の規定に基づく特定感染症指定医療機関の 

          開設者が行う、特定感染症指定医療機関の運営事業 

         イ．第一種感染症指定医療機関運営事業 

             感染症法第３８条第２項の規定により都道府県知事が指定した、第 

         一種感染症指定医療機関に係る次の事業 

         （ア）都道府県が行う第一種感染症指定医療機関の運営事業 

         （イ）感染症法第６０条の規定により都道府県知事の指定を受けた設置 

          者が行う第一種感染症指定医療機関の運営事業に対し、都道府県が 

         補助する事業 

         ウ．第二種感染症指定医療機関運営事業 

             感染症法第３８条第２項及び附則第８条第１項の規定により都道府 



 

 （２）中毒情報基盤整備事業費補助金 

       中毒情報センター情報基盤整備事業 

         「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、公益財団法人日本中毒情報セ 

     ンターが行う中毒情報センター情報基盤整備事業 

 

    （交付額の算定方法） 

 ４．この補助金の交付額は、次の（１）から（17）により算出された額の合計額 

  とする。（ただし、算出された額の合計額が医療施設運営費等補助金の予算額 

  を超える場合には、必要な調整を行うものとする。） 

 （１）へき地保健医療対策事業等の事業の交付額は、次の①から⑧により算出さ 

   れた額の合計額とする。ただし、各事業のそれぞれの事業者ごとに算出され 

     た額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとす 

     る。 

     ① へき地医療支援機構運営事業 

    ア．次の表の第１欄に定める種目ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄 

        に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

       イ．アにより種目ごとに選定された額の合計額と総事業費から寄付金その 

         他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に２分の１を乗じて 

        得た額を交付額とする。 

  

１．種 目 ２．基 準 額      ３．対 象 経 費           

 担当官経費 １か所当たり次のいず

れかにより算出された

額 

 

(１)へき地保健医療対

 策等実施要綱の１(３

 )  アの（ア） 

       12,548,000円 

  なお、事業期間が

 １年に満たない場合

 は、基準額×事業月

 数／１２とする。 

(２)へき地保健医療対

 策等実施要綱の１(３

 ) アの（イ） 

 無医地区等への巡回診療、へき地診 

 療所、過疎地域等特定診療所（以下 

 「へき地診療所等」という。）及び 

 医師配置標準の特例措置の許可を受 

 けた病院（以下「特例措置許可病                  

院」という。）への医師派遣等の医  

療活動の調整等を行う担当官に必要  

な次に掲げる経費 

   報酬 

   給料 

   職員手当等 

   共済費 

   賃金 

   委託料 

 



 

 

     ウ．病院又は診療所の開設者が行う事業に対して都道府県が補助する事

業 

（ア）次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支

出額とを開設者ごとに比較して少ない方の額を選定する。 

     （イ）（ア）により選定された額から患者負担額を控除した額と総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額と都道府県が補助した

額とを比較してもっとも少ない額に２分の１を乗じて得た額を交

付額とする。 

 

１．基 準 額 ２．対 象 経 費           

 １か所あたり次により算出さ

れた額 

 

 

（１）患者輸送車 

１か所当たり 

700,000円 

（２）患者輸送艇 

１か所当たり 

1,300,000円 

 

 

 

 へき地患者輸送車（艇）の運行に必要な次

に掲げる経費 

 

   報    酬 

   給    料 

   職員手当等 

   共 済 費 

   賃    金 

   旅    費 

   報 償 費 

  賃 借 料 

   需 用 費（消耗品費、燃料費、修繕料） 

   役 務 費 

   委 託 料     

 

 （２）救急医療体制強化事業の交付額は、次の①から②により算出された額の合計

額とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、

これを切捨てるものとする。 

① メディカルコントロール体制強化事業 

ア．次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額

とを比較して少ない方の額を選定する。 

イ．アにより選定された額の合計額と総事業費から寄付金その他の収入額

を控除した額とを比較して少ない方の額に２分の１を乗じて得た額を交

付額とする。 

 



 

１．基   準   額 ２．対 象 経 費 

１か所あたり 

43,925千円 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メディカルコントロール体制強化事

業に必要な次に掲げる経費 

１．報酬 

２．給料 

３．職員手当等 

４．法定福利費 

５．賃金 

６．諸謝金 

７．報償費 

８．需用費（印刷製本費、消耗品費、 

会議費等） 

９．役務費（損害保険料） 

１０．通信運搬費 

１１．備品購入費 

１２．使用料及び賃借料 

１３．旅費 

１４．広報経費 

１５．研修費 

１６．委託料 

 

 

② 搬送困難事例受入医療機関支援事業 

ア．都道府県が行う事業 

（ア）次の表の第１欄に定める種目ごとに、第２欄に定める基準額と第３

欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（イ）（ア）により種目ごとに選定された額の合計額と総事業費から診療

報酬及び寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額

に３分の１を乗じて得た額を交付額とする。 

 

イ．都道府県が補助する事業 

（ア）次の表の第１欄に定める種目ごとに、第２欄に定める基準額と第 3

欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（イ）（ア）により種目ごとに選定された額の合計額と総事業費から診療

報酬及び寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額

に３分の１を乗じて得た額と都道府県が補助した額とを比較して少ない



 

方の額を交付額とする。 
 

１．種   目 ２．基 準 額 ３．対 象 経 費 

必ず救急患者を受

け入れる受入医療

機関 

 

 

 

１都道府県あたり、 

131,818千円 

 

※但し、１医療機関に対する基準額

は、38,770千円を超えてはならない

。 

※対象となる医療機関について、都

道府県が実施する事業、都道府県が

補助する事業で混在する場合は、 

・都道府県が実施する事業 

上記基準額×都道府県が実施事

業の対象となる医療機関数／全対

象医療機関数 

・都道府県が補助する事業 

上記基準額×都道府県が補助す

る事業の対象となる医療機関数／

全対象医療機関数 

でそれぞれ算出 

１．報酬 

２．給料 

３．職員手当等 

４．法定福利費 

５．賃金 

６．諸謝金 

７．報償費 

８．需用費 

９．役務費 

１０．通信運搬費 

１１．医療機器等備

品購入費 

１２．使用料及び賃

借料 

１３．旅費 

１４．自動車維持費 

１５．空床確保経費 

一時的であっても救

急患者を受け入れる

受入医療機関 

 

１都道府県あたり、 

42,911千円 

※但し、１医療機関に対する基準額

は、12,621千円を超えてはならない

。 

※対象となる医療機関について、都

道府県が実施する事業、都道府県が

補助する事業で混在する場合は、 

・都道府県が実施する事業 

上記基準額×都道府県が行う事

業の対象となる医療機関数／全対

象医療機関数 

・都道府県が補助する事業 

上記基準額×都道府県が補助す

る事業の対象となる医療機関数／

全対象医療機関数 

１．報酬 

２．給料 

３．職員手当等 

４．法定福利費 

５．賃金 

６．諸謝金 

７．報償費 

８．需用費 

９．役務費 

１０．通信運搬費 

１１．医療機器等備

品購入費 

１２．使用料及び賃

借料 

１３．旅費 

１４．自動車維持費 



 

でそれぞれ算出 

 
 

 （３）災害医療対策事業等の事業の交付額は次の①から⑤により算出された額の 

   合計額とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場 

    合には、これを切捨てるものとする。 

   ① 医療施設耐震化促進事業 

       ア．次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額 

     とを施設ごとに比較して少ない方の額を選定する。 

       イ．アにより選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除し 

     た額とを比較して少ない方の額に３分の２を乗じて得た額と、都道府県 

     が補助した額とを比較して少ない方の額に２分の１を乗じて得た額の合 

     計額を交付額とする。 

  

  

  

１．基 準 額 ２．対 象 経 費   

  3,000千円 医療施設の耐震診断に必要な請負費 

 

   ② ＤＭＡＴ事務局等事業  

       ア．次の表の第１欄に定める種目ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄 

     に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

       イ．アにより種目ごとに選定された額の合計額と総事業費から寄付金その 

     他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

 

１．種   目 ２．基 準 額 ３．対 象 経 費 

ＤＭＡＴ事務局事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国立病

院機構災害医療セン

ター 

53,380千円 

 

独立行政法人国立病

院機構大阪医療セン

ター 

14,359千円 

 

 

ＤＭＡＴ事務局の運営に必要な

次に掲げる経費 

 １．報 酬 

 ２．給 料 

 ３．職員手当等 

 ４．法定福利費 

 ５．賃 金 

  ６．報償費（謝金） 

  ７．旅 費 

 ８．需用費（消耗品費、印刷 

    製本費） 



救急医療業務実地修練等研修事業
（平成26年度も実施予定）

救急医療に従事する者の質的向上を図るための研修

• 「救急医療業務実地修練等」
・救急救命士業務実地修練 （他に医師･看護師等もあり）

• 「病院前医療体制における指導医等研修」
・初級者編（３日間程度）

・上級者編（５日間程度）

（共通枠）メディカルコントロールの基本と運用の理解

メディカルコントロールに関わる医師のあり方

消防組織に対する理解（指導救命士を含む）

プロトコールの策定とオンラインMC （他）
（上級枠）救急医療体制に係る調整

搬送と受け入れ実施基準と緊急度判定

再教育システムの構築 （他）



別紙（２）

※プログラムの内容・時間は変更になる場合があります。

【福岡会場】　平成26年9月3日（水）～5日（金）

【兵庫会場】　平成26年12月3日（水）～5日（金）

【東京会場】　平成27年2月23日（月）～25日（水）

第1日

　 9：30～ 9：50 受付（20分）

 　9：50～10：00 開会挨拶及び事務説明（10分）

　10：00～11：00 講義（60分） 救急医療体制について

　11：00～12：00 講義（60分） 病院前医療体制の理解

　12：00～13：00 休憩（60分）

　13：00～14：00 講義（60分） 消防組織に対する理解

　14：00～14：15 休憩（15分）

　14：15～15：15 講義（60分） ＭＣの基本と運用の理解

　15：15～15：30 休憩（15分）

　15：30～18：00 ワークショップ（150分）
プロトコールの策定とオンラインＭＣ

第2日

 　9：30～11：00 講義（90分） 救急救命処置について

　11：00～11：15 休憩（15分）

　11：15～12：30 講義（75分） ＭＣに関わる関連法規に対する理解

　12：30～13：30 休憩（60分）

　13：30～16：00 ワークショップ（150分）
ＭＣにおける事後検証の方法論

　16：00～16：15 休憩（15分）

　16：15～17：15 講義（60分） 局地災害時のＭＣに関する問題の理解

第3日

 　9：30～11：30 ワークショップ（120分）
再教育のための方法論

　11：30～12：30 休憩（60分）

　12：30～14：30 ワークショップ（120分）
ＭＣに関わる医師のあり方

　14：30～15：00 総括・クロージング（30分）

平成26年度　病院前医療体制における指導医等研修プログラム（予定）
【初級者】

IRWJV
テキストボックス

IRWJV
四角形



別紙（２）

※プログラムの内容・時間は変更になる場合があります。

第1日　平成27年2月2日（月）

　13：00～13：20 受付（20分）

　13：20～13：30 開会挨拶及び事務説明（10分）

　13：30～14：30 講義（60分） 救急医療体制について

　14：30～14：40 休憩（10分）

　14：40～15：40 講義（60分） 病院前医療体制の理解
　

　15：40～15：50 休憩（10分）

　15：50～16：50 講義（60分） 消防組織に対する理解

第2日　平成27年2月3日（火）

　 9：00～10：00 講義（60分） ＭＣの基本と運用の理解

　10：00～10：15 休憩（15分）

　10：15～11：45 講義（90分） 救急救命処置について

　11：45～12：45 休憩（60分）

　12：45～13：45 講義（60分） 搬送と受け入れの実施基準と緊急救急度判定

　14：00～16：30 ワークショップ（150分）
ＭＣにおける事後検証の方法論

　16：30～16：45 休憩（15分）

　16：45～18：15 講義（90分） ＭＣに関わる関連法規に対する理解

第3日　平成27年2月4日（水）

　 9：30～11：30 ワークショップ（120分）
再教育のための方法論

　11：30～12：30 休憩（60分）

　12：30～15：00 ワークショップ（150分）
プロトコールの策定とオンラインＭＣ

　15：00～15：15 休憩（15分）

　15：15～17：15 ワークショップ（120分）
ＭＣに関わる医師のあり方

　17：15～17：45 総括・クロージング（30分）

第4日　平成27年2月5日（木） ※救急救命士業務実地修練との合同研修

　 9：30～12：00 ワークショップ（150分）
救急救命処置に関わる救急現場活動戦略

　12：00～13：00 休憩（60分）

　13：00～15：00 ワークショップ（120分）
再教育システムの構築

　15：00～15：15 休憩（15分）

　15：15～17：15 ワークショップ（120分）
局地災害のＭＣに関する問題の理解

第5日　平成27年2月6日（金） ※救急救命士業務実地修練との合同研修

　 9：30～11：30 ワークショップ（120分）
救急医療体制にかかる調整

　11：30～12：00 総括・クロージング（30分）

【上級者】
平成26年度　病院前医療体制における指導医等研修プログラム（予定）

IRWJV
四角形



平成26年度病院前医療体制における指導医等研修プログラム【上級者・初級者】の 

受講者の募集について 

 

 標記研修について、都道府県を通じて受講参加希望の募集しているところです。 

日頃、メディカルコントロール業務に関わり、病院前医療体制の質向上に興味をお持ちの医師に受講

をお勧めします。 

受講を希望される場合は、別添申込書に必要事項を記入の上、都道府県の救急担当の窓口までお申し

込みください。 

 

１ 目 的 

 救急救命士等に対する医師の指示体制及び救急救命士等が行う処置を医師が検証する体制を構築する

ための研修を実施することにより、救急救命士を含む救急隊員が行う応急措置等の質の向上を図り、も

って病院前医療体制の向上を図ることを目的としています。 

 

２．日程： 

 ※上級と初級のセット研修ではなく、それぞれの募集になります。 

【 初級者研修 】 

①福岡会場：平成２６年９月３日（水）～５日（金） 

②兵庫会場：平成２６年１２月３日（水）～５日（金） 

③東京会場：平成２７年２月２３日（月）～２５日（水）  

※各会場、３日間通してのプログラムになります。 

【 上級者研修 】 

平成２７年２月２日（月）～６日（金）  

※５日間通してのプログラムになります。 

また、２月５日（木）～６日（金）は「救急救命士業務実地修練」と合同研修になります。 

 

３．会場： 

 【 初級者研修 】 

①福岡会場 

研修場所：南近代ビル（福岡県福岡市博多区博多駅南4-2-10） 

受講定員：３０名 

②兵庫会場 

研修場所：兵庫県災害医療センター（兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通 1-3-1）      

受講定員：４０名 

 ③東京会場 

研修場所：独立行政法人国立病院機構研修センター（東京都目黒区東が丘２－５－２８） 



受講定員：６０名 

【 上級者研修 】 

研修場所：独立行政法人国立病院機構研修センター（東京都目黒区東が丘２－５－２８） 

受講定員：５０名 

 

４．募集対象者： 

【 初級者研修 】 

５年以上の救急臨床歴があり、救急科専門医やそれと同等の資格を有し、次の各号のいずれかに該

当する者。 

ア これからメディカルコントロールを始める医師 

イ 現在も救急隊員への指導・助言を行っており、また、オンラインでも指示をしている医師 

【 上級者研修 】 

５年以上の救急臨床歴があり、救急科専門医やそれと同等の資格を有し、２年以上の地域のメディ

カルコントロール担当医として経験を積んだ医師で、地域においてＢＬＳ、ＡＣＬＳ、ＪＰＴＥＣ、

ＪＡＴＥＣなどの講習会や救急隊教育において指導歴があること。 

 

５．プログラム： 

  本研修に関するプログラムは、別添PDFファイル「プログラム」を参照。 

 

６．受講料： 

  １６，８００円（受講者は、指定口座に振り込み。） 

 

７．申込み締切り： 

都道府県により、受講希望者からの受付け締め切り日が若干異なりますので、各都道府県の救急担当

の窓口にてご確認ください。（都道府県から国への推薦期限を平成２６年８月１日（金）としております

ため、大体その１週間前（7月25日頃）かと思われます。） 

         

８．申込み方法： 

  別添申込書に必要事項を記入の上、都道府県の窓口までお申し込みください。受講決定後、一般財団

法人日本救急医療財団よりご本人宛てに「受講のご案内（受講料の振込先も含む）」を文書により郵送に

てお送りいたします。なお、希望者多数の場合は、都道府県等からの推薦のあったもののうちから上位

の方を受講者として決定します。 

    申込書：別添ワードファイル「申込書」を参照 

  

１０．修了証書： 

  本研修を受講し、終了した者には修了証書を授与します（但し、出席日数が３分の２以上の場合のみ）。 



 

１１．その他 

 旅費、滞在費及び宿泊費等実費相当分については受講者側の負担となります。 

受講するために必要な筆記用具等、食事および宿泊施設は、受講者各自でご用意下さい。 

 

１２．お問い合わせ 

 ※「受講申込書」提出先は、各都道府県の救急医療担当までお問い合わせください。 

厚生労働省 医政局 指導課 救急医療係 

  住所：〒１００－８９１６ 東京都千代田区１－２－２  

  電話：０３‐５２５３‐１１１１（代）（内 2550） 

   


